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奈良ＵＢＡへの加入登録について（ご案内） 

 

１．趣旨 

奈良県中小企業団体中央会（以下「中央会」という）が実施した令和元年度「事業承継

推進事業」の中で、会員組合を対象に組合における実態調査や個別組合ヒアリング調査を

行った結果、若手経営者向け勉強会の活性化が、共通した組合に求められる取組であるこ

とが分かりました。 

奈良県中小企業青年中央会（以下「奈良ＵＢＡ」という）としても、若手経営者向け勉

強会の活性化は、若手経営者及び後継者世代の活躍、組合員企業の廃業防止等に加え、組

合の存続・発展につながるものと考えています。とりわけ、経営環境面の課題解決を意識

した研修等はスムーズな事業承継に良い影響を及ぼすものと考えます。 

 奈良ＵＢＡは、中央会とともに事業及び運営の見直しを行うとともに、加入条件の見直

しや年会費の無償化等を行うことにより、若手経営者等を対象とした勉強会の活性化等に

取り組み、中央会会員組合・組合員企業の経営の安定と将来性の向上を目指します。 

 

２．奈良ＵＢＡとは 

奈良ＵＢＡは、1977（昭和 52）年 1月 17日、中央会の会員組合の青年部等が加盟する

組織として設立されました。 

 現在まで４０数年という長きにわたり、奈良ＵＢＡは、自主的活動として、県内の中小

企業・小規模事業者（以下「中小企業等」という）の次代を担う青年経営者及び幹部等の

育成・確保等に取り組み、会員組合・組合員企業はもとより奈良県経済の活性化に寄与し

てまいりました。 

 今後とも奈良ＵＢＡは、「次代を担う青年経営者（後継者）等の育成・確保を図ること

により、中小企業等並びに奈良県経済の活性化と持続的発展に寄与する」ことを目指して、

中央会会員組合をはじめ関係者の皆様にご理解とご協力をいただきながら、中央会との連

携を密にして諸事業に取り組んでまいります。 

 

３.事業の内容 

奈良ＵＢＡは、より多くの青年経営者等の方々にとって魅力ある勉強会関係事業を中心

に事業を実施します。 

具体的には、時事問題などをテーマとした勉強会の開催やグループワーク等を通じて交

流するミニ交流会など、会員のニーズ等を反映した事業を実施します。 

交流会については、年１回開催する通常総会と一体的に開催することを予定しています。 

 

 



４．会員登録等の方法 

 中央会会員組合が推薦する「青年経営者」、「組合員企業の後継・幹部候補者」、「組合の

役職員」であれば会員登録ができます（下記、奈良ＵＢＡ会則（抜粋）を参照ください）。 

（１）加入登録 

様式１（加入登録に係る推薦書）に記入の上、奈良ＵＢＡへ提出してください。 

   加入登録を希望される方は、所属する組合（代表理事）から様式１（加入登録に係

る推薦書）により推薦をしてもらってください。なお、青年部のある組合について

は青年部長との連名で提出してください。 

※登録者の年齢については、「概ね 50歳未満」としておりますが、各組合の規約

や基準等を基に推薦、登録してください。 

（２）登録者への案内・連絡等 

登録いただきましたメールアドレス宛に勉強会の開催等のご案内をします。 

登録者の皆様は、希望する勉強会等へ直接申込みを行ってください。（必ずしも組

合単位、青年部単位で申込む必要はありません） 

（３）登録情報の変更・削除等 

登録情報の変更（メールアドレスの変更、登録の削除等）ある場合は、様式２（会

員登録情報の変更等依頼書）に記入のうえ、奈良ＵＢＡへ届出してください。 

また登録者本人が登録情報の変更を希望される場合は、メールにて変更内容をお知

らせください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５. お問い合わせ先 

  奈良県小企業青年中央会（事務局 松田・稲垣）  

E-Mail：matsuda@chuokai-nara.or.jp 

TEL.0742-22-3200 ／ FAX.0742-26-0125    

奈良ＵＢＡ会則（抜粋） 

（会員の資格） 

第５条 本会へ加入する資格を有する者は、次に掲げる組合会員及び個人会員とする。 

（１）組合会員  奈良県中小企業団体中央会の会員組合に属する青年部会員及び同会員組合

が推薦する者で、概ね 50 歳未満の青年経営者、組合員企業の後継・幹部候補

者、同会員組合の役職員とする。 

（２）個人会員  奈良県内に事業場を有し、本会の趣旨に賛同する中小企業・小規模事業者の経

営者もしくはその後継者であって、本会の理事会で承認を受けた者とする。 

 

（会員の登録） 

第６条 全ての会員は会員として別に定める事項を登録するものとし、本会はこれを活用し、総会及び

勉強会の活動等について、会員あてメールにより個別に案内・連絡等を行うものとする。 


